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意見提出者 個人 

 
１．項目 児童ポルノ規制・サイトブロッキング 
２．既存の制

度・規制等

によってＩ

ＣＴ利活用

が阻害され

て い る 事

例・状況 

現行の児童ポルノ規制法により、「衣服の全部又は一部を着けない児童の

姿態であって性欲を興奮させ又は刺激するもの 」という非常に曖昧な第２

条第３項第３号の規定によって定義されるものも含め、児童ポルノの提供

及び提供目的の所持まで規制されている。最近も、２００９年４月に、ア

フィリエイト広告代理店社長が児童ポルノ規制法違反幇助容疑で送検さ

れ、２００９年５月に、児童ポルノサイトへのリンクを張ることについて、

児童ポルノ公然陳列幇助容疑で２名が送検され

（http://www.j-cast.com/2007/05/09007471.html、
http://internet.watch.impress.co.jp/cda/news/2007/05/09/15641.html 参
照）、２００９年６月には、女子高生の水着を撮影したＤＶＤを児童ポルノ

として製造容疑でビデオ販売会社社長他が逮捕されるなど

（http://www.47news.jp/CN/200907/CN2009071901000294.html 参照）、

警察による法律の拡大解釈・恣意的運用は止まるところを知らず、現行法

の運用においてすら、インターネット利用の全てが極めて危険な状態に置

かれている。 
 
 このような全く信用できない警察の動きをさらに危険極まりないものに

しようと、与党である自民党と公明党は、児童ポルノ規制法の規制強化を

企て、「自身の性的好奇心を満たす目的で」という主観的要件のみで児童ポ

ルノの所持を禁止する、いわゆる単純所持規制を含む法改正案を第１７１

回国会に提出し、民主党はやはり危険な反復取得罪を含む法改正案を提出

し、国会で審議が行われた。第１７１回国会の解散によって、これらの改

正法案は一旦廃案となったが、自民公明両党によって再提出され、今なお

継続審議とされているのであり、インターネットにおけるあらゆる情報利

用を危険極まりないものとする法改正の検討が今後も続けられかねないと

いう危うい状態にあることに変わりはない。 
 
 ２００９年６月には、警察庁、総務省などの規制官庁が絡む形で、検閲

にしかなりようがないサイトブロッキングを検討する児童ポルノ流通防止

協議会が発足し、この協議会で児童ポルノ掲載アドレスリスト作成管理団

体運用ガイドラインが作られ、さらに、警察庁からアドレスリスト作成管

理団体の公募が行われ、２０１０年７月には、内閣府の児童ポルノ排除対

策ワーキングチームと犯罪対策閣僚会議によって、２０１０年度中にサイ

トブロッキングを自主規制として導入するという目標を含む児童ポルノ排

除総合対策がとりまとめられている。 
 
１．単純所持規制及び創作物規制について 
 閲覧とダウンロードと取得と所持の区別がつかないインターネットにお

いては、例え児童ポルノにせよ、情報の単純所持や取得の規制は有害無益

かつ危険なもので、憲法及び条約に規定されている「知る権利」を不当に

害するものとなる。「自身の性的好奇心を満たす目的で」、積極的あるいは
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意図的に画像を得た場合であるなどの限定を加えたところで、エスパーで

もない限りこのような積極性を証明することも反証することもできないた

め、このような情報の単純所持や取得の規制の危険性は回避不能であり、

思想の自由や罪刑法定主義にも反する。繰り返し取得としても、インター

ネットで２回以上他人にダウンロードを行わせること等は技術的に極めて

容易であり、取得の回数の限定も、何ら危険性を減らすものではない。 
 
 児童ポルノ規制の推進派は常に、提供による被害と単純所持・取得を混

同する狂った論理を主張するが、例えそれが児童ポルノであろうと、情報

の単純所持ではいかなる被害も発生し得えない。現行法で、ネット上であ

るか否かにかかわらず、提供及び提供目的の所持まで規制されているので

あり、提供によって生じる被害と所持やダウンロード、取得、収集との混

同は許され得ない。そもそも、最も根本的なプライバシーに属する個人的

な情報所持・情報アクセスに関する情報を他人が知ることは、通信の秘密

や情報アクセスの権利、プライバシーの権利等の基本的な権利からあって

はならないことである。 
 
 アニメ・漫画・ゲームなどの架空の表現に対する規制対象の拡大も議論

されているが、このような対象の拡大は、児童保護という当初の法目的を

大きく逸脱する、異常規制に他ならない。アニメ・漫画・ゲームなどの架

空の表現において、いくら過激な表現がなされていようと、それが現実の

児童被害と関係があるとする客観的な証拠は何一つない。いまだかつて、

この点について、単なる不快感に基づいた印象批評と一方的な印象操作調

査以上のものを私は見たことはないし、虚構と現実の区別がつかないごく

一部の自称良識派の単なる不快感など、言うまでもなく一般的かつ網羅的

な表現規制の理由には全くならない。アニメ・漫画・ゲームなどの架空の

表現が、今の一般的なモラルに基づいて猥褻だというのなら、猥褻物とし

て取り締まるべき話であって、それ以上の話ではない。どんな法律に基づ

く権利であれ、権利の侵害は相対的にのみ定まるものであり、実際の被害

者の存在しない創作物・表現に対する規制は何をもっても正当化され得な

い。民主主義の最重要の基礎である表現の自由や言論の自由、思想の自由

等々の最も基本的な精神的自由そのものを危うくすることは絶対に許され

ない。 
 
 単純所持規制にせよ、創作物規制にせよ、両方とも１９９９年当時の児

童ポルノ法制定時に喧々囂々の大議論の末に除外された規制であり、規制

推進派が何と言おうと、これらの規制を正当化するに足る立法事実の変化

はいまだに何一つない。 
 
 児童ポルノ規制法に関しては、既に、提供及び提供目的での所持が禁止

されているのであるから、本当に必要とされることは今の法律の地道なエ

ンフォースであって有害無益な規制強化の検討ではない。児童ポルノ規制

法に関して検討すべきことは、現行ですら過度に広汎であり、違憲のそし

りを免れない児童ポルノの定義の厳密化のみである。 
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２．サイトブロッキングについて 
 警察などが提供するサイト情報に基づき、統計情報のみしか公表しない

不透明なリスト作成管理団体等を介し、児童ポルノアドレスリストの作成

が行われ、そのリストに基づいて、インターネット・サービス・プロバイ

ダー、検索サービス事業者あるいはフィルタリング事業者がブロッキング

等を行うことは、実質的な検閲に他ならず、決して行われてはならないこ

とである。いくら中間に団体を介そうと、一般に公表されるのは統計情報

に過ぎす、児童ポルノであるか否かの判断情報も含め、アドレスリストに

関する具体的な情報は、全て閉じる形で秘密裏に保持されることになるの

であり、インターネット利用者から見てそのリストの妥当性をチェックす

ることは不可能であり、このようなアドレスリストの作成・管理において、

透明性・公平性・中立性を確保することは本質的に完全に不可能である。

このことは、このようなリストに基づくブロッキング等が、自主的な民間

の取組という名目でいくら取り繕おうとも、どうして憲法に規定されてい

る表現の自由（知る権利・情報アクセスの権利を含む）や通信の秘密、検

閲の禁止といった国民の基本的な権利を侵害するものとならざるを得ない

かということの根本的な理由であり、小手先の運用や方式の変更などでど

うにかなる問題では断じて無い。現時点でこの問題の克服は完全に不可能

であり、アドレスリスト作成管理団体のガイドライン、公募、これに対す

る血税の投入等を全て白紙に戻し、このような非人道的なブロッキング導

入の検討を行っている各種検討会を全て即刻解散するべきである。 
 
 さらに言えば、このように自主規制と称しながら、内閣府の児童ポルノ

ワーキングチームや犯罪閣僚会議といった官主導の会議で実質的な検閲に

他ならないブロッキングの導入方針を決めるなど、異常極まりないことで

ある。政府にあっては、速やかに自らの過ちを認め、閣議決定等により危

険かつ有害無益な規制強化の方針決定の撤回を行うべきである。 
 
 政府において、児童ポルノを対象とするものにせよ、いかなる種類のも

のであれ、情報の単純所持・取得規制・ブロッキングは極めて危険な規制

であるとの認識を深め、このような規制を絶対に行わないこととして、前

国会のような危険な法改正案が２度と与野党から提出されることが無いよ

うにするべきである。 
 
 違法コピー対策問題における権利者団体の主張、児童ポルノ法規制強化

問題・有害サイト規制問題における自称良識派団体の主張は、常に一方的

かつ身勝手であり、ネットにおける文化と産業の発展を阻害するばかりか、

インターネットの単純なアクセスすら危険なものとする非常識なものばか

りである。今後は、このような一方的かつ身勝手な規制強化の動きを規制

するため、憲法の「表現の自由」に含まれ、国際人権Ｂ規約にも含まれて

いる国民の「知る権利」を、あらゆる公開情報に安全に個人的にアクセス

する権利として、通信法に法律レベルで明文で書き込むべきである。同じ

く、憲法に規定されている検閲の禁止から、技術的な著作権検閲やサイト
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ブロッキングのような技術的検閲の禁止を通信法に法律レベルで明文で書

き込むべきである。 
 
 なお、ブロッキングに関する広報・啓発を行う必要があるとすれば、現

時点では、権力側によるその濫用の防止が不可能であり、表現の自由や通

信の秘密といった憲法に規定された国民の基本的な権利に照らして問題の

ない運用を行うことが不可能であるという問題の周知にのみ努めるべきで

ある。 
 
３．プロバイダーのセーフハーバーについて 
 警察の恣意的な運用によって、現行法においてすら児童ポルノ規制法違

反幇助のリスクが途方もなく拡大し、甚大な萎縮効果・有害無益な社会的

大混乱が生じかねないという非常に危険な状態にあることを考え、今現在

民事的な責任の制限しか規定していないプロバイダー責任制限法に関し、

刑事罰リスクも含めたプロバイダーの明確なセーフハーバーについて検討

するべきである。 
 
４．国際動向について 
 児童ポルノの閲覧の犯罪化と創作物の規制まで求める「子どもと青少年

の性的搾取に反対する世界会議」の根拠のない狂った宣言を国際動向とし

て一方的に取り上げ、児童ポルノ規制の強化を正当化することなどあって

はならないことである。児童ポルノ規制に関しては、最近、ドイツのバン

ド「Scorpions」が３２年前にリリースした「Virgin Killer」というアルバ

ムのジャケットカバーが、アメリカでは児童ポルノと見なされないにもか

かわらず、イギリスでは該当するとしてブロッキングの対象となり、プロ

バイダーによっては全 Wikipedia にアクセス出来ない状態が生じたなど、

欧米では、行き過ぎた規制の恣意的な運用によって弊害が生じていること

も見逃されるべきではない。アメリカだけを取り上げても、ＦＢＩが偽リ

ンクによる囮捜査を実行し、偽リンクをクリックした者が児童ポルノがダ

ウンロードしようとしたということで逮捕、有罪にされるという恣意的運

用の極みをやっている

（http://gigazine.net/index.php?/news/comments/20080323_fbi_fake_hy
perlink/参照）、単なる授乳写真が児童ポルノに当たるとして裁判になり、

平和だった一家が完全に崩壊している

（http://suzacu.blog42.fc2.com/blog-entry-52.html 参照）、日本のアダルト

コミックを所持していたとして、児童の性的虐待を何ら行ったことも無く、

考えたことも無い単なる漫画のコレクターが司法取引で有罪とされている

（http://wiredvision.jp/news/200905/2009052923.html 参照）などの、極

悪かつ非人道的な例が知られている。単純所持規制を導入している西洋キ

リスト教諸国で行われていることは、中世さながらの検閲と魔女狩りであ

って、このような極悪非道に倣わなければならない理由は全く無い。 
 
 しかし、欧米においても、情報の単純所持規制やサイトブロッキングの

危険性に対する認識はネットを中心に高まって来ており、アメリカにおい
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ても、２００９年１月に連邦最高裁で児童オンライン保護法が違憲として

完全に否定され、２００９年２月に連邦控訴裁でカリフォルニア州のゲー

ム規制法が違憲として否定されていることや、２００９年のドイツ国会へ

の児童ポルノサイトブロッキング反対電子請願

（https://epetitionen.bundestag.de/index.php?action=petition;sa=details
;petition=3860）に１３万筆を超える数の署名が集まったこと、ドイツにお

いても児童ポルノサイトブロッキング法は検閲法と批判され、既に憲法裁

判が提起され

（http://www.netzeitung.de/politik/deutschland/1393679.html 参照）、去

年与党に入ったドイツ自由民主党の働きかけで、法施行が見送られ、ドイ

ツは政府としてブロッキング撤廃の方針を打ち出し、欧州レベルでのブロ

ッキング導入にも反対していること

（http://www.welt.de/die-welt/vermischtes/article6531961/Loeschung-vo
n-Kinderpornografie-im-Netz.html、
http://www.zeit.de/newsticker/2010/3/29/iptc-bdt-20100328-736-243608
66xml 参照）なども注目されるべきである。スイスにおいて最近発表され

た調査でも、２００２年に児童ポルノ所持で捕まった者の追跡調査を行っ

ているが、実際に過去に性的虐待を行っていたのは１％、６年間の追跡調

査で実際に性的虐待を行ったものも１％に過ぎず、児童ポルノ所持はそれ

だけでは、性的虐待のリスクファクターとはならないと結論づけており、

児童ポルノの単純所持規制の根拠は完全に否定されているのである

（http://www.biomedcentral.com/1471-244X/9/43/abstract 参照）。欧州連

合において、インターネットへのアクセスを情報の自由に関する基本的な

権利として位置づける動きがあることも見逃されるべきではない

（http://europa.eu/rapid/pressReleasesAction.do?reference=MEMO/09/4
91&format=HTML&aged=0&language=EN&guiLanguage=en 参照）。政

府・与党内の検討においては、このような国際動向もきちんと取り上げる

べきであり、一方的な見方で国際動向を決めつけることなどあってはなら

ない。 
 
 かえって、児童ポルノの単純所持規制・創作物規制といった非人道的な

規制を導入している諸国は即刻このような規制を廃止するべきと、そもそ

も最も根本的なプライバシーに属し、何ら実害を生み得ない個人的な情報

所持・情報アクセスに関する情報を他人が知ること自体、通信の秘密や情

報アクセスの権利、プライバシーの権利等の国際的かつ一般的に認められ

ている基本的な権利からあってはならないことであると、日本政府から国

際的な場において各国に積極的に働きかけるべきである。 
 
５．児童ポルノ排除対策ワーキングチームについて 
 上で書いた通り、政府の会議で自主規制と称して実質的な検閲の導入方

針が決定されること自体異常極まりないことであるが、このような危険か

つ有害無益な規制強化の方針を含む児童ポルノ排除対策ワーキングチーム

は、ホームページなどを参照する限り、２回しか開かれておらず、議事録

も不十分であり、有識者として呼ばれたと分かるのは、児童ポルノ規制に
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ついて根拠無く一般的かつ網羅的な表現・情報弾圧を唱える非人道的な日

本ユニセフ協会のアグネス・チャン氏１名のみである。その下のワーキン

ググループに至っては議事概要すら公開していない。児童ポルノ排除総合

対策案に対するパブコメの期間も実質１０日程度とあまりにも短く、到底

国民の意見を聞く気があるとは思えない形で意見募集が行われている。パ

ブコメの結果についても、運用以前の問題としてブロッキング等に反対す

る意見が圧倒的多数だったと思われるにもかかわらず、「運用面での配慮を

求める意見が相当数寄せられた」と国民から寄せられた意見を勝手に歪曲

し、結果概要にパブコメとは無関係の新聞記事を付けて印象操作を行うな

ど、到底許されざる恣意的操作を内閣府はパブコメ結果に加えた。 
 
 このワーキングチームあるいはグループは議事録、議事の進め方、対策

のとりまとめ方等あらゆる点で不透明であり、このような問題だらけのワ

ーキングチームで表現の自由を含む国民の基本的権利に関わる重大な検討

が進められることなど論外である。このような検討しかなし得ない出来レ

ースの密室政策談合ワーキングチーム・ワーキンググループは即刻解散す

るべきである。 
 
 このワーキングチームは即刻解散するべきであるが、さらに今後児童ポ

ルノ規制について何かしらの検討を行うのであれば、その検討会は下位グ

ループまで含めて全て開催の度数日以内に速やかに議事録を公表する、一

方的かつ身勝手に危険な規制強化を求める自称良識派団体代表だけで無

く、表現の自由に関する問題に詳しい情報法・憲法の専門家、児童ポルノ

法の実務に携わりその本当の問題点を熟知している法律家、規制強化に慎

重あるいは反対の意見を有する弁護士等も呼ぶ、危険な規制強化の結論あ

りきで報告書をまとめる前にきちんとパブコメを少なくとも１月程度の募

集期間を設けて取る、提出されたパブコメは概要のみではなく全文を公開

するなど、児童ポルノ規制の本当の問題点を把握した上で検討が進められ

るようにするべきである。 
３．ＩＣＴ利

活用を阻害

する制度・

規制等の根

拠 

児童ポルノ規制法（正式名称は「児童買春、児童ポルノに係る行為等の処

罰及び児童の保護等に関する法律」） 

４．ＩＣＴ利

活用を阻害

する制度・

規制等の見

直しの方向

性について

の提案 

・違憲のそしりを免れない現行の児童ポルノ規制法について、速やかに児

童ポルノの定義の厳格化のみの法改正を行う。 
 
・児童ポルノを対象とするものにせよ、いかなる種類のものであれ、情報

の単純所持・取得規制・ブロッキングは極めて危険な規制であるとの認識

を深め、このような規制を絶対に行わないことと閣議決定する。 
 
・憲法の「表現の自由」に含まれ、国際人権Ｂ規約にも含まれている国民

の「知る権利」を、あらゆる公開情報に安全に個人的にアクセスする権利

として、通信法に法律レベルで明文で書き込むこと、及び、憲法に規定さ
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れている検閲の禁止から、技術的な著作権検閲やサイトブロッキングのよ

うな技術的検閲の禁止を通信法に法律レベルで明文で書き込むことを検討

する。 
 
・プロバイダー責任制限法に関し、被侵害者との関係において、刑事罰リ

スクも含めたプロバイダーの明確なセーフハーバーについて検討する。 
 
・児童ポルノの単純所持規制・創作物規制といった非人道的な規制を導入

している諸国は即刻このような規制を廃止するべきと、そもそも最も根本

的なプライバシーに属し、何ら実害を生み得ない個人的な情報所持・情報

アクセスに関する情報を他人が知ること自体、通信の秘密や情報アクセス

の権利、プライバシーの権利等の国際的かつ一般的に認められている基本

的な権利からあってはならないことであると、日本政府から国際的な場に

おいて各国に積極的に働きかける。 
 
・児童ポルノ流通防止協議会、内閣府の児童ポルノ対策ワーキングチーム

等を解散し、サイトブロッキングの導入に関する検討を完全に停止する。 
 


